
東京二十三区清掃一部事務組合

計画期間：令和８年度～令和22年度

一般廃棄物処理基本計画（第６次）

【概要版】

計画の概要

　 東京二十三区清掃一部事務組合 （以下 「清掃一組」 という。） の一般廃棄物処理基本計画 （第６次） は、 計画

期間を令和８年度から令和22年度とし、 ２３区及び東京都と連携し、 ５項目の施策と16の取組により、 目標であ

る 「循環型ごみ処理システムの推進」 を目指して策定しています。 清掃一組は、 ２３区から発生する一般廃棄物

の安全で安定的な処理を通して、 循環型社会の形成に寄与していきます。

(１) 計画の位置付け

(２) 施策及び取組
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ごみ量推計

(１) 推計の基本的な考え方

　 国のごみ処理基本計画策定指針では、 一部事務組合、 広域連合を構成して広域的なごみ処理を行っている

区市町村において、 処理過程によって事業の実施主体が異なる場合は、 各区市町村は自らの事業の範囲を超

えてごみ処理基本計画を策定する必要があるとしています。

　２３区においては、 ごみの収集・運搬を各区が行い、 中間処理は清掃一組による共同処理としていることから、

統一的な手法でごみ量を推計しています。

(2) 「ごみ量」 の考え方

　 清掃一組で処理しなければならないごみ量は、 国の策定指針及び平成17年に特別区長会で確認した 「長期

的なごみ量推計の手法」 に則り、 人口動態や社会 ・経済情勢を踏まえて推計します。 「ごみ量」 は家庭ごみと

事業系ごみの区分で推計しており、 「ごみ発生量」 から 「排出抑制量」 を差し引いた量となります。

(3) ２３区の人口推計

　 ２３区の人口は令和17年度まで増加し続け、 最大で約1,005万人となる見込みです。

※　平成27年度～令和２年度の実績は「東京都統計年鑑　人口・世帯（平成30年、令和４年）」から引用した。

　　令和７年度～令和22年度の人口は東京都が推計している「将来の区市町村人口」から引用した。

　　複数人世帯人口は、総人口から単身世帯人口を差し引いたものである。

(４) ごみ量の推計結果

　 家庭と事業系の合計となるごみ量は、 家庭ごみ量が緩やかに減少する一方、 事業系ごみ量が景気の動向を

受けて緩やかに増加していくため、 令和17年度以降は、 255万トン前後で推移する結果となりました。

　 ２３区においてはそれぞれの区でごみ減量施策に取り組んでいますが、 当面人口が増加し続ける予測となっ

ていることから、 総量としてのごみ量は減少しない推計結果となっています。

※　端数四捨五入により、合計が合わない場合がある。
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施設整備計画

　 今後、 清掃工場の建替工事が重なることによる焼却能力の低下に備えた施設整備計画を策定しました。 安定的

な焼却能力の確保を前提に、 ごみ量に対して過大 ・過小とならないよう、 ２３区内の焼却能力のアンバランス是

正や収集運搬の効率性、 コスト削減を考慮した計画としています。
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最終処分場の延命化

　 ２３区から発生したごみの最終処分は、 東京都が設置、 管理する中央防波堤外側埋立処分場及び新海面処分場

を使用していますが、 これらの最終処分場が一杯になった場合に、 次の処分場については２３区で確保しなけれ

ばなりません。

　 しかし、 ２３区内及び東京港内に新たな処分場を確保することは極めて困難であることから、 ２３区、 清掃一組

は東京都と連携して最終処分場をできる限り長期に利用できるよう、 延命化に努めていきます。

(１) 最終処分量削減に向けた取組

　 焼却灰の資源化は、 最終処分量の削減に大きな役割を担っています。 現在、 清掃一組では、 焼却灰のセメ

ント原料化や徐冷スラグ化、 焼成砂化等の資源化処理を行い、 焼却灰の有効利用に努めています。

　 しかし、 国内のセメント需要の低下、 燃料費高騰に伴う資源化コスト上昇等について課題があるほか、 焼却

灰の資源化量は、 資源化施設の受入状況や鉄道及び船舶による運搬の状況により大きく左右されることから、

受入枠 （量） の確保が課題となっており、 更なる拡大は困難な状況となっています。

　そのため、 本計画においては、 令和８年度以降の焼却灰の資源化量は、 令和７年度の計画値である11万２千

トンを目途として計画しますが、 今後も焼却灰の有効利用に努めつつ、 ごみ量の削減状況や焼却灰の資源化を

取り巻く環境の変化に応じて、 新たな資源化技術を調査、 研究していきます。

　 また、 不燃ごみ及び粗大ごみを破砕した処理残さのうち、 可燃系残さについては清掃工場で焼却処理するこ

とで減容化し、 最終処分量の削減に努めています。 今後稼働予定の中防不燃 ・粗大ごみ処理施設では、 ごみ

処理過程での選別精度を向上させ、 資源の更なる回収を行うことで、 最終処分量の削減を行います。

(２) 最終処分量の計画

　 最終処分量はごみ量の変化に応じて推移する見込みです。 今後は、 プラスチック再資源化等のごみ減量施策

による最終処分量削減への効果を注視しつつ、 最終処分場をできる限り長期に利用していくために、 引き続き

焼却灰の資源化を実施していきます。
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